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(57)【要約】
　１mmよりも小さいサイズの試料でも物性値を計測可能とするトランスデューサ及び計測
装置を提供する。
　トランスデューサを、一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、この
ケーシングの内側に面した電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシングに同軸状
に挿入して圧電体に接続した導線と、ケーシング内に充填した絶縁材とからなるトランス
デューサとし、特に、圧電体を、水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコ
ン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェ
ル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングス
テンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか
１種として、厚み寸法を0.1mm以下とする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、
　このケーシングの内側に面した前記電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、
　前記ケーシングに同軸状に挿入して前記圧電体に接続した導線と、
　前記ケーシング内に充填した絶縁材と
からなるトランスデューサであって、
　前記圧電体は、水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン
酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エ
チレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングステンブロンズ系
結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか１種とし、厚み
寸法を0.1mm以下としたトランスデューサ。
【請求項２】
　前記導線は、Ｑ値が１００以下の金属製または合金製の線状体であって、径寸法を1.0m
m以下としたことを特徴とする請求項１記載のトランスデューサ。
【請求項３】
　前記電極は、Ｑ値が５００以上の金属製または合金製の薄膜であって、膜厚寸法を0.01
mm以下としたことを特徴とする請求項２記載のトランスデューサ。
【請求項４】
　トランスデューサを備えた計測装置において、
　前記トランスデューサは、
　一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、
　このケーシングの内側に面した前記電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、
　前記ケーシングに同軸状に挿入して前記圧電体に接続した導線と、
　前記ケーシング内に充填した絶縁材と
からなるトランスデューサであって、
　前記圧電体は、水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン
酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エ
チレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングステンブロンズ系
結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか１種とし、厚み
寸法を0.1mm以下としたことを特徴とする計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微小な試料における弾性定数などの物性値を計測するために用いるトランス
デューサ、及びこのトランスデューサを備えた計測装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、金属、合金、セラミックスなどの焼結体、あるいは合成樹脂材などの各種の材料
では、その弾性定数や圧電定数などの物性値があらかじめ計測されており、所望の物性値
を有する材料を目的に応じて選択可能となっている。
【０００３】
　しかし、研究室などにおいて各種の材料研究あるいは物性研究などを行っている場合に
は、物性値が未知の新材料が生成あるいは発見されており、この新材料の特性を知るため
に物性値の計測が必要となっている。
【０００４】
　このような物性値の一つである弾性定数や圧電定数を計測する際には、トランスデュー
サを用いた共振法による計測装置が利用されている。
【０００５】
　すなわち、トランスデューサは計測対象の試料に当接させる圧電体を備えており、この
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圧電体によって試料に所要の振動を入力するとともに、試料に入力した振動に対して生じ
た共振を別のトランスデューサで検出し、解析手段によって解析することにより所望の物
性値を計測しているものであり、得られた物性値から試料の種類の特定までも行うことが
できる識別システムも提案されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００６】
　ここで、圧電体には、一般的にセラミック圧電体が用いられている。
【特許文献１】特表２００１－５２３３３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、従来の計測装置では、トランスデューサの圧電体にセラミック圧電体を
用いていることによって、物性値の計測が可能な試料のサイズに制限が生じ、サイズが比
較的小さい試料での計測が不可能であるという問題があった。
【０００８】
　すなわち、共振法を用いた計測における共振周波数は、計測される試料のサイズと反比
例の関係があり、さらに、セラミック圧電体では、その厚み寸法を所定の厚み寸法よりも
薄くした場合に性能低下を生じるので所定の厚み寸法以下にはできず、この厚み寸法条件
からセラミック圧電体によって出力可能な周波数としては20MHz程度が上限となっている
ことから、計測可能な試料は少なくとも１mm程度以上の大きさが必要であるいう問題があ
った。
【０００９】
　本発明者は、地球内部における超高圧相の鉱物の研究を行っており、この超高圧相の鉱
物からなる単結晶の物性値の計測する必要があるものの、このような単結晶においては数
百μｍ程度のサイズの試料までしか作成することができないため、従来の計測装置では物
性値を精度よく計測することができなかった。
【００１０】
　そこで、本発明者は、研究対象である超高圧相鉱物の単結晶のような１mmよりも小さい
サイズの試料でも物性値を計測可能とするために研究開発を行って、本発明を成すに至っ
たものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明のトランスデューサでは、一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシン
グと、このケーシングの内側に面した電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシン
グに同軸状に挿入して圧電体に接続した導線と、ケーシング内に充填した絶縁材とからな
るトランスデューサであって、圧電体は、水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン
酸ジルコン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、
ロッシェル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、
タングステンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛の
いずれか１種とし、厚み寸法を0.1mm以下とした。
【００１２】
　さらに、トランスデューサは、導線を、Ｑ値が１００以下の金属製または合金製の線状
体であって、径寸法を1.0mm以下としたことにも特徴を有し、電極を、Ｑ値が５００以上
の金属製または合金製とし、膜厚寸法を0.01mm以下としたことにも特徴を有するものであ
る。
【００１３】
　本発明のトランスデューサを備えた計測装置では、トランスデューサを、一方の端部に
薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、このケーシングの内側に面した電極の側面
に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシングに同軸状に挿入して圧電体に接続した導線と、
ケーシング内に充填した絶縁材とからなるトランスデューサであって、圧電体は、水晶、
チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛



(4) JP WO2006/135067 A1 2006.12.21

10

20

30

40

50

、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石
酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングステンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウ
ム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか１種とし、厚み寸法を0.1mm以下とした
。
【発明の効果】
【００１４】
　請求項１記載の発明によれば、一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシング
と、このケーシングの内側に面した電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシング
に同軸状に挿入して圧電体に接続した導線と、ケーシング内に充填した絶縁材とからなる
トランスデューサとしたことによって、ケーシングによる共振の影響を抑制でき、精度の
よい振動の励起または検出を可能とすることができる。
【００１５】
　しかも、請求項１記載のトランスデューサでは、圧電体を、水晶、チタン酸バリウム、
チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム
、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リ
ン酸アンモニウム、タングステンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニ
リデン、酸化亜鉛のいずれか１種としたことによって、圧電体を薄型化できるので圧電体
自体による試料測定周波数帯における共振の発生を抑制でき、特に、圧電体の厚み寸法を
0.1mm以下とすることにより精度よくより高周波の振動を励起または検出することができ
ので、１mm以下の試料の弾性定数や圧電定数など物性値を計測可能なトランスデューサを
提供できる。
【００１６】
　請求項２記載の発明によれば、請求項１記載のトランスデューサにおいて、導線を、Ｑ
値が１００以下の金属製または合金製の線状体とし、径寸法を1.0mm以下としたことによ
って、導線において共振が生じることを抑制するとともに、導線が圧電体の振動を阻害す
ることを抑制でき、より精度のよい振動の励起または検出を可能とすることができる。
【００１７】
　請求項３記載の発明によれば、請求項２記載のトランスデューサにおいて、電極は、Ｑ
値が５００以上の金属製または合金製の薄膜とし、膜厚寸法を0.01mm以下としたことによ
って、圧電体で生成した振動、または圧電体に伝達させる振動を電極でできるだけ減衰さ
せずに伝達させることができるので、高性能なトランスデューサとすることができる。
【００１８】
　請求項４記載の発明によれば、トランスデューサを備えた計測装置において、トランス
デューサを、一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、このケーシング
の内側に面した電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシングに同軸状に挿入して
圧電体に接続した導線と、ケーシング内に充填した絶縁材とからなるトランスデューサと
し、特に、圧電体を、水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チ
タン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石
酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングステンブロン
ズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか１種として
、厚み寸法を0.1mm以下としたことによって、トランスデューサでは試料以外の共振の影
響を抑制しながら精度のよい振動の励起または検出が可能であり、１mm以下の試料の弾性
定数や圧電定数など物性値を計測可能な計測装置を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は本発明の実施形態に係る計測装置の概略構成図である。
【図２】図２は本発明の実施形態に係るトランスデューサの概略構成図である。
【図３】図３は被測定体に加えた荷重の計測に用いるセミリジッド同軸ケーブルの説明図
である。
【符号の説明】
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【００２０】
　Ｓ　被測定体
　11　発振器
　12　励起側トランスデューサ
　13　検出側トランスデューサ
　14　ロックインアンプ
　15　制御部
　21　圧電体
　22　導線
　23　電極
　24　ケーシング
　25　絶縁材
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　本発明のトランスデューサ及びこのトランスデューサを備えた計測装置では、トランス
デューサを、一方の端部に薄膜状の電極を装着した筒状のケーシングと、このケーシング
の内側に面した電極の側面に装着した薄膜状の圧電体と、ケーシングに同軸状に挿入して
圧電体に接続した導線と、ケーシング内に充填した絶縁材とで構成しているものである。
【００２２】
　このように、ケーシングと導線とを同軸状に配置して、導線をケーシングの一方の端部
部分に設けた圧電体に接続することにより、ケーシングによる共振の影響を抑制でき、精
度のよい振動の励起または検出を可能とすることができる。
【００２３】
　さらに、圧電体は、水晶(SiO2)、チタン酸バリウム(BaTiO)、チタン酸鉛(PbTiO3)、チ
タン酸ジルコン酸鉛(Pｂ(Zr,Ti)O3)、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛（（Pｂ,La）（Zr,T
i）O3）、ニオブ酸リチウム(LiNbO3)、メタニオブ酸鉛（PbNb2O6)、ロッシェル塩（NaKC4
H4O6・4H2O）、酒石酸エチレンディアミン（C6H14N2O6)、酒石酸カリウム（2（K2C4H4O6)
・H2O)、第２リン酸アンモニウム（NH4H2PO4)、タングステンブロンズ系結晶（NaxWO3)、
タンタル酸リシウム（LiTaO3)、ポリフッ化ビニリデン(PVDF)、酸化亜鉛(ZnO)のいずれか
１種とすることにより圧電体を薄型化できるので圧電体自体による試料測定周波数帯にお
ける共振の発生を抑制でき、特に、圧電体の厚み寸法を0.1mm以下とすることにより高周
波の振動を励起または検出することができ、１mm以下の試料の弾性定数や圧電定数など物
性値を計測可能とすることができる。
【００２４】
　なお、圧電体は、上記の材料で構成する場合に限定されるものではなく、上記の材料の
代替品となり得る単結晶または多結晶若しくはアモルファスの圧電体であれば何であって
もよい。
【００２５】
　また、導線をＱ値が１００以下の金属製または合金製の線状体で構成した場合には、導
線において共振が生じることを抑制でき、さらに、導線の径寸法を1.0mm以下とした場合
には、圧電体に接続した導線の圧電体との接触面を小さくできることによって、導線が圧
電体の振動を阻害することを抑制して、トランスデューサによる振動の励起の精度、また
は振動の検出の精度をさらに向上させることができる。
【００２６】
　また、電極をＱ値が５００以上の金属製または合金製の薄膜とし、膜厚寸法を0.01mm以
下とした場合には、圧電体で生成した振動、または圧電体に伝達させる振動の電極による
減衰を抑制できるので、トランスデューサの性能向上を図ることができる。
【００２７】
　ここで、Ｑ値とは、弾性波の伝播において媒質による弾性波のエネルギー吸収の程度を
示す指数であって、Ｑ値が大きければ弾性波のエネルギー吸収が少なく、少ない損失で弾
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性波を伝搬させることができ、Ｑ値が小さければ弾性波のエネルギー吸収が大きく、比較
的短距離の伝播で弾性波を大きく減衰させることができる。
【００２８】
　以下において、図面に基づいて本発明の実施形態をさらに詳説する。図１は、本実施形
態の計測装置の概略構成図である。
【００２９】
　本実施形態の計測装置は、所要の周波数とした電気信号を出力する発振器11と、この発
振器11から出力された電気信号が入力される励起側トランスデューサ12と、この励起側ト
ランスデューサ12と対向させて配置して被測定体Ｓを通過した振動を検出する検出側トラ
ンスデューサ13と、この検出側トランスデューサ13から出力された電気信号と発振器11か
ら出力された電気信号とが入力されるロックインアンプ14と、このロックインアンプ14に
おいて増幅処理された信号を解析する制御部15とから構成している。
【００３０】
　本実施形態では、制御部15は発振器11の出力制御も行っており、発振器11から出力され
る電気信号の周波数を順次変えながら計測を行うことにより共鳴周波数の自動的な検出を
可能としている。
【００３１】
　ロックインアンプ14は、所望の周波数となっている振動の検出精度を高めるために用い
ており、所望の周波数となっている振動の電気信号のみを増幅して出力し、この出力信号
を制御部15で解析している。
【００３２】
　制御部15は、本実施形態ではパーソナルコンピュータで構成しており、このパーソナル
コンピュータのハードディスクには計測プログラムを記憶させており、この計測プログラ
ムを起動させることにより計測プログラムに基づいて発振器11を制御するとともに、ロッ
クインアンプ14の出力信号の解析を行って、弾性定数や圧電定数など物性値を算出してい
る。
【００３３】
　励起側トランスデューサ12及び検出側トランスデューサ13は、以下のように構成してい
る。すなわち、図２に示すように、各トランスデューサ12,13は、一方の端部に薄膜状の
電極23を装着した筒状のケーシング24と、このケーシング24の内側に面した電極23の側面
に装着した薄膜状の圧電体21と、ケーシング24に同軸状に挿入して圧電体21に接続した導
線22と、ケーシング24内に充填した絶縁材25とによって構成している。
【００３４】
　特に、電極23はケーシング24の一方の端部部分に装着して、ケーシング24の端部に設け
た開口を閉塞しており、ケーシング24を電極23で有底筒形状としている。
【００３５】
　圧電体21は、本実施形態では、厚み寸法を0.1mm以下とした薄膜状のニオブ酸リチウム
（LiNbO3）で構成している。以下において、この薄膜状としたニオブ酸リチウムを単に「
LiNbO3」と表記する。このLiNbO3は、所定厚みの板状のLiNbO3を研磨して厚み寸法を0.1m
m以下としているものであり、好ましくは0.05mm以下であって、特に本実施形態では0.02m
mとしている。このようにLiNbO3をできるだけ薄く形成することにより圧電体21自体の共
振の発生を抑制でき、精度のよい振動の励起または検出を可能とすることができる。
【００３６】
　本実施形態では、LiNbO3は単結晶LiNbO3のY-10°カットの平板状とした結晶体を研磨し
て所定厚みとしたものを用いており、Y-10°カットからなる結晶体を用いることによって
、高周波縦波振動と横波振動を同時に励起または検出することができるので、高性能なト
ランスデューサとすることができる。なお、LiNbO3は、研磨によって形成する場合に限定
するものではなく、例えば蒸着によって形成してもよい。
【００３７】
　また、圧電体21としては、LiNbO3だけでなく、水晶(SiO2)、チタン酸バリウム(BaTiO)
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、チタン酸鉛(PbTiO3)、チタン酸ジルコン酸鉛(Pｂ(Zr,Ti)O3)、チタン酸ジルコン酸ラン
タン鉛（（Pｂ,La）（Zr,Ti）O3）、メタニオブ酸鉛（PbNb2O6)、ロッシェル塩（NaKC4H4
O6・4H2O）、酒石酸エチレンディアミン（C6H14N2O6)、酒石酸カリウム（2（K2C4H4O6)・
H2O)、第２リン酸アンモニウム（NH4H2PO4)、タングステンブロンズ系結晶（NaxWO3)、タ
ンタル酸リシウム（LiTaO3)、ポリフッ化ビニリデン(PVDF)、酸化亜鉛(ZnO)のいずれか１
種を厚み寸法0.1mm以下の薄膜状として用いてもよく、さらにはこれら以外の圧電材料を
用いてもよい。
【００３８】
　導線22は、Ｑ値が１００以下の金属製または合金製などの共振を生じにくい線材を用い
ることが望ましく、しかも導線22は径寸法を1.0mm以下の線材として、径寸法をできるだ
け小さくすることが望ましい。このように、Ｑ値が小さいとともに径寸法が小さい導線22
を用いることによって、導線22自体の固有振動に基づく共振が発生することを抑制できる
とともに、圧電体21に接続した導線22の圧電体21との接触面積を小さくして導線22によっ
て圧電体21の振動を阻害することを防止できる。
【００３９】
　導線22の圧電体21への接続は、導線22の先端を圧電体21であるLiNbO3に当接させて、有
底筒形状としたケーシング24の内部に液体状態の絶縁材25を注入して、この絶縁材25を硬
化させることにより絶縁材25によって導線22の圧電体21への接続状態を保持させることに
よって行っている。
【００４０】
　本実施形態では、導線22にはφ0.5mmとした鉛線を用いており、可能であれば径寸法を
さらに小さくすることが望ましい。
【００４１】
　電極23は、Ｑ値が５００以上の金属製または合金製などの薄膜で構成しており、特に、
電極23は、100MHz程度の高周波領域において音波減衰の少なく、電極23自体の固有振動に
基づく共振の発生が抑制された材料を用いることが望ましい。さらに、電極23は、膜厚寸
法を0.01mm以下の薄膜としており、膜厚寸法はできるだけ小さくすることによって電極23
において共振が発生することを抑制している。
【００４２】
　電極23と圧電体21とは、圧電体21を電極23に圧着させることにより接合させており、圧
電体21の電極23への圧着後、電極23をケーシング24の一方の端部部分に装着している。
【００４３】
　電極23のケーシング24への装着も圧着によって行っており、ケーシング24への圧着後、
有底筒形状としたケーシング24の内部に液体状態の絶縁材25を注入することにより、この
絶縁材25によって、電極23をケーシング24の端部に保持している。電極23をケーシング24
に装着する場合には、電極23に圧着した圧電体21がケーシング24の内部に位置するように
して装着している。
【００４４】
　なお、電極23への圧電体21の圧着後、圧電体21の研磨、あるいは電極23の研磨を行って
、圧電体21のさらなる薄膜化、あるいは電極23のさらなる薄膜化を行ってもよい。特に、
圧電体21は電極23に装着して研磨を行うことにより、研磨作業を行いやすくすることがで
きる。または、圧電体21は、電極23に直接的に所要の原子または分子を蒸着させて形成し
てもよい。
【００４５】
　本実施形態では、電極23には0.005mmとしたチタニウム箔を用いており、可能であれば
膜厚寸法をさらに小さくすることが望ましい。
【００４６】
　なお、電極23はチタニウム箔に限定するものではなく、アルミニウム、ジュラルミン、
タングステンカーバイトなどで構成した薄膜であってもよいが、本実施形態では、耐久性
と入手容易性からチタニウム箔を選択している。
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【００４７】
　ケーシング24は、音波減衰の比較的大きい材料で構成して共振の発生を抑制することが
望ましく、本実施形態ではステンレス製としている。特にケーシング24をステンレスで構
成することにより、ケーシング24の一端に取り付けた電極23と電気的に接続することが可
能であり、ケーシング24自体を電極23に接続した導線として利用することができる。
【００４８】
　筒状としたケーシング24は、被測定体Ｓである試料のサイズが１mmよりも小さいので、
径寸法をできるだけ小さくすることによって励起側トランスデューサ12と検出側トランス
デューサ13とで被測定体Ｓを確実に挟持可能とすることができるので、本実施形態では、
ケーシング24の径寸法はφ1.0mmとしている。
【００４９】
　特に、ケーシング24は径寸法をできるだけ小さくすることによって先端部に装着した電
極23を小面積とすることができるので、被測定体Ｓに対してコヒーレントな振動を入力す
ることができ、計測精度を向上させることができる。
【００５０】
　ケーシング24に充填する絶縁材25は、音波減衰の比較的大きい材料を用いて共振の発生
を抑制することが望ましく、本実施形態ではエポキシを用いている。なお絶縁材25はエポ
キシに限定するものではなく、音波減衰の比較的大きい絶縁性材料であれば何であっても
よい。
【００５１】
　このように各トランスデューサ12,13を同軸ケーブル状に構成することによって、導線2
2における高周波の電気信号の伝播において、電気信号の減衰を抑制し、かつ外部ノイズ
である電極23、ケーシング24、導線22の共振振動の影響を抑制しやすくすることができる
。
【００５２】
　特に、各トランスデューサ12,13では、圧電体21の近傍にインピーダンス変換器を介設
することによってＳ／Ｎ比を向上させることができ、測定能力の向上を図ることができる
。
【００５３】
　このように構成した各トランスデューサ12,13は、それぞれ図示しないコネクタを介し
て発振器11、ロックインアンプ14に接続している。
【００５４】
　しかも、図１に示すように、本実施形態では、励起側トランスデューサ12は被測定体Ｓ
の下側に配置して、励起側トランスデューサ12で被測定体Ｓを支持するとともに、検出側
トランスデューサ13は被測定体Ｓの上側に配置している。
【００５５】
　さらに、検出側トランスデューサ13は図示しないＸＹＺステージに装着してＸ軸方向、
Ｙ軸方向、Ｚ軸方向にいずれも移動自在として、検出側トランスデューサ13を励起側トラ
ンスデューサ12側に降下させて被測定体Ｓを検出側トランスデューサ13と励起側トランス
デューサ12とで挟持可能としている。
【００５６】
　このように構成した計測装置での計測方法について簡単に説明する。まず、計測装置で
は、検出側トランスデューサ13をＸＹＺステージで上昇させて励起側トランスデューサ12
と検出側トランスデューサ13とを所定の間隔だけ離隔させた状態で、制御部15の制御によ
り発振器11から所要の周波数の電気信号を順次出力してバックグラウンドを検出する。検
出したバックグランド情報は制御部15で記憶している。
【００５７】
　次いで、計測装置では、電極23を上方に向けて配置した励起側トランスデューサ12上部
の電極23に被測定体Ｓを載置し、ＸＹＺステージで検出側トランスデューサ13を降下させ
、励起側トランスデューサ12と検出側トランスデューサ13とで被測定体Ｓを挟んで固定す
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る。
【００５８】
　このとき、特に検出側トランスデューサ13には、図３に示すようにセミリジッド同軸ケ
ーブル30を接続し、後述するように、このセミリジッド同軸ケーブル30における歪量の計
測から励起側トランスデューサ12と検出側トランスデューサ13とで被測定体Ｓを挟んだ際
に被測定体Ｓに加えられている荷重を計測可能としている。
【００５９】
　計測装置で計測する共振周波数は、被測定体Ｓに加えられている荷重によって変化する
ことが知られており、荷重を計測することによって計測装置の計測精度の向上を図ること
ができる。
【００６０】
　励起側トランスデューサ12と検出側トランスデューサ13とによる被測定体Ｓの挟持によ
る固定後、計測装置は発振器11から所要の周波数の電気信号を順次出力して共振周波数の
計測を行い、得られた結果に基づいて所要の物性値を算出している。
【００６１】
　本実施形態の計測装置では、ロックインアンプ14を設けていることにより共振周波数の
検出精度を高めており、しかも各トランスデューサ12,13の性能向上が図られていること
により、被測定体Ｓのサイズが0.2mmよりも小さいものであっても物性値の計測を可能と
することができる。
【００６２】
　このように構成した計測装置では、前記した超高圧相鉱物の単結晶や焼結体における物
性値計測だけでなく、隕石などの宇宙物質や粉体セラミックスなどの微小試料の物性値計
測を可能とすることができる。
【００６３】
　また、本実施形態の計測装置では、被測定体Ｓの共振周波数を計測することから、既知
の被測定体Ｓにおける内部欠陥の有無の検出も可能であって、1.0mm以下のベアリング球
やハンダ球の検査装置として用いることもできる。
【００６４】
　あるいは、電子天秤における微小物質の質量の計測において共振周波数のズレを利用し
ている場合には、本実施形態の計測装置を用いることによってより微小試料のコンパクト
な質量計測センサを提供可能とすることができる。
【００６５】
　あるいは、温度や湿度で共振周波数に変化が生じることが知られている材料を利用した
場合には、この材料の共振周波数を計測することによって温度や湿度を計測することがで
き、計測装置を小型化することによってコンパクトな温度センサまたは湿度センサを提供
可能とすることができる。
【００６６】
　あるいは、本発明のトランスデューサをアコースティックエミッションセンサとして用
いた場合には、より高周波の計測が可能なアコースティックエミッションセンサとするこ
とができ、例えば地球科学分野における地震研究用などの岩石破壊実験において高周波成
分の検出を可能として、高精度な研究を可能とすることができる。
【００６７】
　最後に、前述したセミリジッド同軸ケーブル30における歪量の計測から励起側トランス
デューサ12と検出側トランスデューサ13とによって被測定体Ｓに加えられた荷重を計測す
る荷重計測方法について説明する。
【００６８】
　図３に示すように、検出側トランスデューサ13は、セミリジッド同軸ケーブル30に接続
するためのコネクタ35を介してセミリジッド同軸ケーブル30に接続している。
【００６９】
　このセミリジッド同軸ケーブル30は、コネクタ35を接続した先端側を鉛直下方に向ける
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とともに、所定の中途部で約９０°湾曲させてほぼ水平状態とした水平領域36を設けてい
る。検出側トランスデューサ13は、コネクタ35を介してセミリジッド同軸ケーブル30の先
端に吊り下げ状態に装着している。図３中、37はセミリジッド同軸ケーブル30の基端を接
続したインピーダンス変換器である。
【００７０】
　そして、セミリジッド同軸ケーブル30の水平領域36には、セミリジッド同軸ケーブル30
の下側面に当接させて第１歪みゲージ31と第２歪みゲージ32とを配置し、セミリジッド同
軸ケーブル30を挟んで第１歪みゲージ31に対向させて第３歪みゲージ33をセミリジッド同
軸ケーブル30の上側面に当接させて配置し、セミリジッド同軸ケーブル30を挟んで第２歪
みゲージ32に対向させて第４歪みゲージ34をセミリジッド同軸ケーブル30の上側面に当接
させて配置している。
【００７１】
　第１歪みゲージ31と第２歪みゲージ32は、セミリジッド同軸ケーブル30の水平領域36の
長手方向に沿って所定の間隔を隔てて設けるとともに、第３歪みゲージ33と第４歪みゲー
ジ34は、セミリジッド同軸ケーブル30の水平領域36の長手方向に沿って所定の間隔を隔て
て設けている。
【００７２】
　第１～４歪みゲージ31,32,33,34は互いにホイートストーンブリッジ接続して、このホ
イートストーンブリッジ接続からの出力信号を制御部15に入力して、制御部15で荷重換算
を行っている。
【００７３】
　そして、荷重計算を行う場合には、計測装置は、まず、先端に検出側トランスデューサ
13が装着され、水平領域36に第１～４歪みゲージ31,32,33,34が装着されたセミリジッド
同軸ケーブル30を降下させて、検出側トランスデューサ13を被測定体Ｓに当接させる。
【００７４】
　検出側トランスデューサ13の被測定体Ｓへの当接にともなって、計測装置は、セミリジ
ッド同軸ケーブル30の降下を停止するが、検出側トランスデューサ13が被測定体Ｓに当接
したことを検出するタイミングと、セミリジッド同軸ケーブル30の降下が停止されるタイ
ミングとの時間的なズレにより、セミリジッド同軸ケーブル30は検出側トランスデューサ
13が被測定体Ｓに当接した直後に所定量だけ降下して停止する。
【００７５】
　この検出側トランスデューサ13が被測定体Ｓに当接した直後のセミリジッド同軸ケーブ
ル30の降下によって、被測定体Ｓには所定量の荷重が作用し、このとき、セミリジッド同
軸ケーブル30は、被測定体Ｓ及び被測定体Ｓを支持している励起側トランスデューサ12に
より検出側トランスデューサ13は降下できず、セミリジッド同軸ケーブル30の水平領域36
における先端側が反り上がることとなる。
【００７６】
　この水平領域36のセミリジッド同軸ケーブル30の反り上がりにともなって、第１歪みゲ
ージ31及び第２歪みゲージ32には引張応力が作用するとともに、第３歪みゲージ33及び第
４歪みゲージ34には圧縮応力が作用して、この引張応力及び圧縮応力に対応した起電力が
生じて出力信号が得られる。制御部15では、この出力信号を解析して荷重換算を行って荷
重の計測を行っている。なお、制御部15には、出力信号の電力値と被測定体Ｓに加わる荷
重との換算式をあらかじめ記憶させておき、制御部15ではこの換算式に基づいて荷重を算
出している。
【００７７】
　このように被測定体Ｓに作用した荷重の計測手段を設けておくことにより、被測定体Ｓ
に加えられた荷重を加味した計測を可能とすることができるとともに、励起側トランスデ
ューサ12と検出側トランスデューサ13とで被測定体Ｓを正確に保持できていることも検出
できる。
【産業上の利用可能性】
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【００７８】
　１mmよりも小さいサイズの試料でも物性値を計測可能な計測装置を提供できる。また、
微小な物体の振動を正確に検出できることから、1.0mm以下のベアリング球やハンダ球の
欠陥の検出装置、共振周波数のズレを利用した微小な物体の質量の計測装置、共振周波数
のズレを利用した温度や湿度を計測装置、あるいはアコースティックエミッションセンサ
などを構成できる。

【図１】 【図２】
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【図３】

【手続補正書】
【提出日】平成19年4月16日(2007.4.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
薄膜状とした電極と、
　前記電極が一方の端部に装着されるとともに、前記電極と電気的に接続された筒状のケ
ーシングと、
　前記ケーシングの内側に面した前記電極の側面に装着した水晶、チタン酸バリウム、チ
タン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、
メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン
酸アンモニウム、タングステンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリ
デン、酸化亜鉛のいずれか１種からなる薄膜状の圧電体と、
　前記ケーシングに挿入して先端を前記圧電体の側面に当接させた導線と、
　前記導線が挿入された前記ケーシング内に液体状態で充填した後に硬化させた絶縁材と
からなるトランスデューサであって、
　前記ケーシングを導線として、前記導線とともに同軸ケーブル状として前記圧電体に接
続したトランスデューサ。
【請求項２】
前記圧電体は、厚み寸法を０．０２ｍｍ以下とし、
　前記導線は、Ｑ値が１００以下の金属製または合金製の線状体であって、径寸法を０．
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５ｍｍ以下とし、
　前記電極は、Ｑ値が５００以上の金属製または合金製の薄膜であって、膜厚寸法を０．
０１ｍｍ以下とし、
　前記ケーシングは、径寸法を１．０ｍｍ以下とした
ことを特徴とする請求項１に記載のトランスデューサ。
【請求項３】
２つの請求項１または請求項２に記載のトランスデューサと、
　一方の前記トランスデューサに接続した発信器と、
　他方の前記トランスデューサに接続するとともに前記発信器に接続したロックインアン
プと、
　前記発信器と前記ロックインアンプに接続した制御部と
を備え、
　２つの前記トランスデューサで挟持した被測定体の共振周波数を計測するトランスデュ
ーサを備えた計測装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００２】
［０００８］
　すなわち、共振法を用いた計測における共振周波数は、計測される試料のサイズと反比
例の関係があり、さらに、セラミック圧電体では、その厚み寸法を所定の厚み寸法よりも
薄くした場合に性能低下を生じるので所定の厚み寸法以下にはできず、この厚み寸法条件
からセラミック圧電体によって出力可能な周波数としては２０ＭＨｚ程度が上限となって
いることから、計測可能な試料は少なくとも１ｍｍ程度以上の大きさが必要であるいう問
題があった。
［０００９］
　本発明者は、地球内部における超高圧相の鉱物の研究を行っており、この超高圧相の鉱
物からなる単結晶の物性値の計測する必要があるものの、このような単結晶においては数
百μｍ程度のサイズの試料までしか作成することができないため、従来の計側装置では物
性値を精度よく計測することができなかった。
［００１０］
　そこで、本発明者は、研究対象である超高圧相鉱物の単結晶のような１ｍｍよりも小さ
いサイズの試料でも物性値を計測可能とするために研究開発を行って、本発明を成すに至
ったものである。
課題を解決するための手段
［００１１］
　本発明のトランスデューサでは、薄膜状とした電極と、電極が一方の端部に装着される
とともに、電極と電気的に接続された筒状のケーシングと、ケーシングの内側に面した電
極の側面に装着した水晶、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタ
ン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸
エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リン酸アンモニウム、タングステンブロンズ
系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニリデン、酸化亜鉛のいずれか１種からなる
薄膜状の圧電体と、ケーシングに挿入して先端を圧電体の側面に当接させた導線と、導線
が挿入されたケーシング内に液体状態で充填した後に硬化させた絶縁材とからなるトラン
スデューサであって、ケーシングを導線として、ケーシングに挿入した導線とともに同軸
ケーブル状として圧電体に接続した。
［００１２］
　さらに、圧電体は、厚み寸法を０．０２ｍｍ以下とし、導線は、Ｑ値が１００以下の金
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属製または合金製の線状体であって、径寸法を０．５ｍｍ以下とし、電極は、Ｑ値が５０
０以上の金属製または合金製の薄膜であって、膜厚寸法を０．０１ｍｍ以下とし、ケーシ
ングは、径寸法を１．０ｍｍ以下とした。
［００１３］
　本発明のトランスデューサを備えた計測装置では、２つの上記トランスデューサと、一
方のトランスデューサに接続した発信器と、他方のトランスデューサに接続するとともに
発信器に接続したロックインアンプと、発信器とロックインアンプに接続した制御部とを
備え、２つのトランスデューサで挟持した被測定体の共振周波数を計測することとした。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００３】
発明の効果
［００１４］
　請求項１記載の発明によれば、ケーシングを導線として、ケーシングに挿入した導線と
ともに同軸ケーブル状として圧電体に接続したことによって、ケーシングによる共振の影
響を抑制でき、精度のよい振動の励起または検出を可能とすることができる。
［００１５］
　しかも、請求項１記載のトランスデューサでは、圧電体を、水晶、チタン酸バリウム、
チタン酸鉛、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン酸ジルコン酸ランタン鉛、ニオブ酸リチウム
、メタニオブ酸鉛、ロッシェル塩、酒石酸エチレンディアミン、酒石酸カリウム、第２リ
ン酸アンモニウム、タングステンブロンズ系結晶、タンタル酸リシウム、ポリフッ化ビニ
リデン、酸化亜鉛のいずれか１種としたことによって、圧電体を薄型化できるので圧電体
自体による試料測定周波数帯における共振の発生を抑制できる。
［００１６］
　請求項２記載の発明によれば、請求項１記載のトランスデューサにおいて、圧電体は、
厚み寸法を０．０２ｍｍ以下とすることにより精度よくより高周波の振動を励起または検
出することができ、しかも、導線は、Ｑ値が１００以下の金属製または合金製の線状体で
あって、径寸法を０．５ｍｍ以下とし、電極は、Ｑ値が５００以上の金属製または合金製
の薄膜であって、膜厚寸法を０．０１ｍｍ以下とし、ケーシングは、径寸法を１．０ｍｍ
以下とすることにより、導線において共振が生じることを抑制するとともに、導線が圧電
体の振動を阻害することを抑制でき、より精度のよい振動の励起または検出を可能とする
ことができる。
［００１７］
　請求項３記載の発明によれば、２つの請求項１または請求項２に記載のトランスデュー
サと、一方のトランスデューサに接続した発信器と、他方のトランスデューサに接続する
とともに発信器に接続したロックインアンプと、発信器とロックインアンプに接続した制
御部とを備え、２つのトランスデューサで狭持した被測定体の共振周波数を計測する計測
装置としたことによって、トランスデューサでは試料以外の共振の影響を抑制しながら精
度のよい振動の励起または検出が可能であり、１ｍｍ以下の試料の弾性定数や圧電定数な
ど物性値を計測可能な計測装置を提供できる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
［００１８］



(15) JP WO2006/135067 A1 2006.12.21

図面の簡単な説明
［００１９］
［図１］図１は本発明の実施形態に係る計測装置の概略構成図である。
［図２］図２は本発明の実施形態に係るトランスデューサの概略構成図である。
［図３］被測定体に加えた荷重の計測に用いるセミリジッド同軸ケーブルの説明図である
。
符号の説明
［００２０］
Ｓ　被測定体
１１　発振器
１２　励起側トランスデューサ
１３　検出側トランスデューサ
１４　ロックインアンプ
１５　制御部
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